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○墨田区重度身体障害者（児）住宅設備改善費助成要綱 

平成４年５月２５日 

３墨厚障第９２６号 

改正 平成５年７月５日５墨厚障第１０２号 

平成１２年８月２４日１２墨福障第４３８号 

平成１３年３月３０日１２墨福障第１０７７号 

平成１４年７月３０日１４墨福障第４０６号 

平成１５年３月３１日１４墨福障第１２７９号 

平成１８年９月２９日１８墨福障第８３２号 

平成２３年４月１日２２墨福障第１８５６号 

平成２４年１月３０日２４墨福障第１８７２号 

墨田区重度身体障害者（児）住宅設備改善費給付要綱（昭和６１年１２月８日６１

墨厚障第４３７号）の全部を次のように改正する。 

（目的） 

第１条 この要綱は、在宅の重度身体障害者（児）に対し、その者の居住する家屋の

玄関等の住宅設備の改善に要する費用（以下「改善費」という。）を助成し、もっ

て当該身体障害者の利便を図ることを目的とする。 

（助成対象改善費の種目及び助成対象者） 

第２条 助成の対象とする改善費の種目は、別表の種目欄に掲げるものとし、その助

成対象者は、区内に居住する同表の対象者欄に掲げる身体障害者（児）とする。た

だし、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年

法律第１２３号）第７６条第１項に基づく障害者の日常生活及び社会生活を総合的

に支援するための法律施行令（平成１８年政令第１０号）第４３条の２第２項に規

定する者は、助成対象者から除くものとする。 

（助成金の額） 

第３条 助成金の額は、別表に定める基準額から、助成対象者又はその扶養義務者（以

下「助成対象者等」という。）の負担能力に応じて別に定める額（以下「自己負担
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額」という。）を控除した額とする。 

（助成金の交付申請） 

第４条 助成金の交付を受けようとする者は、別に定めるところにより区長に交付の

申請をしなければならない。 

（自己負担金の支払い） 

第５条 助成対象者等は、自己負担額を、助成対象者等が委託する工事の施行業者に

支払うものとする。 

（設備の管理） 

第６条 助成金の交付を受けた者及びその扶養義務者は、当該設備を助成の目的に反

して使用してはならない。 

２ 区長は、前項に掲げる者が同項の規定に違反したときは、助成金の全部又は一部

を返還させることができる。 

（補則） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、事業に関し必要な事項は、区長が定める。 

付 則 

１ この要綱は、平成４年４月１日から適用する。 

２ この要綱の適用の際、墨田区重度身体障害者（児）住宅設備改善費給付要綱（昭

和６１年１２月８日６１墨厚障第４３７号）の規定に基づき改善費の給付を受けて

行った住宅設備の改善は、この要綱の規定に基づく助成を受けて行ったものとみな

す。 

付 則 

この要綱は、平成２５年４月１日から適用する。 

別表 

種目 対象者 基準額 

中規模改修 学齢児以上６５歳未満で、下肢又は体幹に係る障害の

程度が２級以上の者及び補装具として車椅子の交付を

受けた内部障害者 

９６６，００

０円
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屋内移動設備 学齢児以上で、歩行ができない状態で、上肢・下肢又

は体幹に係る障害の程度が１級の者及び補装具として

車椅子の交付を受けた内部障害者 

１，４０６，

０００円

階段昇降機 学齢児以上で、上肢１級、下肢又は体幹に係る障害の程

度が３級以上で、かつ、階段昇降が困難と認める者及び

補装具として車椅子の交付を受けた内部障害者 

備考 

１ 本表の各種目の基準額は、最高限度額を示したものであること。 

２ 種目欄の「中規模改修」の対象となる住宅改修の範囲は、玄関等の住宅設備の

改修を伴うものとして、区長が認める用具の購入及び改修工事費とする。 

３ 設備改修費の給付に当たっては、墨田区重度障害者（児）日常生活用具給付等

要綱（昭和６１年１２月８日６１墨厚障第４２９号）別表中の「住宅設備小規模

改修」を優先的に給付し、なお、足りない場合に「中規模改修」を適用するもの

とする。 
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○墨田区重度身体障害者（児）住宅設備改善費助成実施要領 

昭和６１年１２月８日 

６１墨厚障第４３７号 

改正 昭和６２年１０月８日６２墨厚障第３９８号 

平成元年５月１０日６３墨厚障第９７０号 

平成３年５月２０日３墨厚障第１３２号 

平成４年５月２５日３墨厚障第９２６号 

平成６年３月３１日５墨厚障第１０３３号 

平成１１年３月２５日１０墨厚障第１０１９号 

平成１２年３月３１日１１墨厚障第１０４８号 

平成１４年７月３０日１４墨福障第４０６号 

平成１７年９月１５日１７墨福障第６４０号 

平成１８年９月２９日１８墨福障第８３２号 

平成２４年１月３０日２４墨福障第１８７２号 

（趣旨） 

第１条 この要領は、墨田区重度身体障害者（児）住宅設備改善費助成要綱（平成４

年３月３１日３墨厚障第９２６号。以下「要綱」という。）に基づく住宅設備の改

善費（以下「改善費」という。）の助成の事務の実施に必要な細目を定めるものと

する。 

（対象者から除外される者） 

第２条 次の各号のいずれかに該当する者は、要綱第２条に定める助成対象者から除

外するものとする。 

（１） 現に身体障害者更生援護施設、児童福祉施設、知的障害者援護施設、救護

施設又は老人ホーム等に入所中の者及び入院中の者。ただし、改善費の助成によ

り退所（退院）が可能となる者又は短期間の入院中の者は、この限りでない。 

（２） 要綱別表の種目欄に掲げる設備工事を実施済の者。ただし、区長が必要と

認める場合には再助成することができる。 
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（３） 重複障害者で、その障害部位が要綱別表の対象者欄に定める障害程度に該

当しないもの 

（４） 自己の所有でない家屋に居住する者で当該家屋の所有者又は管理者から、

設備改善について承諾を得られないもの 

（助成の申請） 

第３条 改善費の助成を希望する者は、住宅設備改善費助成金交付申請書（様式第１

号）に次の書面を添付して区長に提出する。 

（１） 工事計画書（様式第７号） 

（２） 見積書 

（３） 自己の所有家屋以外に居住する者については、家屋所有者又は管理者の承

諾書及び家屋に係る賃貸契約書の写し 

（改善費の助成） 

第４条 区長は、当該申請者の経済状況、身体状況、家庭環境、住宅環境等を実地に

調査し、重度身体障害者（児）住宅設備改善費助成金申請者調書（様式第２号）を

作成のうえ、改善費の助成を行うかどうか決定しなければならない。 

２ 区長は、１８歳未満の者に対する改善費の助成の決定に際しては、必要に応じて

児童相談所長の意見を聞かなければならない。 

３ 区長は、改善費の助成を行うことを決定したときは、重度身体障害者（児）住宅

設備改善費助成金交付決定通知書（様式第３号）を当該申請者に交付するものとす

る。また申請を却下することに決定したときは、却下決定通知書（様式第４号）を

当該申請者に交付するものとする。 

４ 区長は、改善費の助成を決定したときは、助成対象者又は扶養義務者（以下「扶

養義務者等」という。）に対して本制度の趣旨、助成の条件等を十分説明するとと

もに、助成後もその適正な使用及び管理が図られるよう家庭訪問等により指導の万

全を期さなければならない。 

５ 改善費の助成は、１世帯当たり同一種目１件とする。ただし、区長が必要と認め

る場合は、この限りでない。 
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６ 改善費の助成は、新築工事に併せて実施する改善については対象としない。ただ

し、屋内移動設備に係る改善については、新築工事と併せて実施する場合であつて

も、対象とする。 

７ 助成対象者等は、要綱第５条の規定により支払うこととされた額を施行業者に支

払わなければならない。 

８ 助成対象者等は、改善費の助成を受けた場合には、工事完了後速やかに住宅設備

改善工事完了届（様式第５号）を区長に提出するものとする。 

９ 区長は、前項の完了届の提出があつたときは、速やかに実地調査を行い、工事計

画に基づく実施状況について、適否の判定を行い、次により必要な措置をとるもの

とする。 

（１） 工事施工状況が適当と認められる場合には、設備の使用を承認する。 

（２） 工事施工上に瑕疵がある場合には、業者に対し改善を命ずる。 

（３） 申請者が工事計画を著しく変更して業者に指示したことが明らかに認めら

れた場合には、改善費の助成決定を取り消すことができる。 

１０ 区長は、浴場又は便所に係る改善費の助成を受ける者で、浴槽、湯沸器又は便

器の設置を必要とするものに対し、墨田区重度障害者（児）日常生活用具給付等要

綱（昭和６１年１２月８日６１墨厚障第４２９号）（以下「日常生活用具給付等要

綱」という。）により、当該用具の助成を受けるよう指導するものとする。 

（費用の支払い） 

第５条 助成対象者等が支払わなければならない費用については、次の各号によるも

のとする。 

（１） 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７

年法律第１２３号）第７６条に基づく補装具費支給の例により算定した額 

（２） 要綱別表で定める基準額を超えるものについてはその超過した額 

（助成金の請求） 

第６条 助成金の請求は、委任状（様式第６号）により助成対象者等から委任を受け

た施行業者が、重度身体障害者（児）住宅設備改善費助成金請求書（様式第６号）
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により行うものとする。 

（改善設備の管理） 

第７条 改善費の助成を受けた助成対象者等は、当該助成に係る設備を最善の注意を

もつて維持、管理しなければならない。 

２ 区長は、改善費の助成を受けた助成対象者等が前項の注意を怠つて設備を破損し、

又は滅失した場合には再助成を留保することができる。 

（助成台帳の整備） 

第８条 区長は、改善費の助成の状況を明確にするため住宅設備改善費助成金交付台

帳（様式第８号）を整備しておくものとする。 

付 則 

この要領は、昭和６１年４月１日から適用する。 

付 則 

この要領は、平成２５年４月１日から適用する。 



5/5 

様式 省略 
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○障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律 

（平成十七年十一月七日） 

（法律第百二十三号） 

第七十六条 市町村は、障害者又は障害児の保護者から申請があった場合において、

当該申請に係る障害者等の障害の状態からみて、当該障害者等が補装具の購入又は

修理を必要とする者であると認めるときは、当該障害者又は障害児の保護者（以下

この条において「補装具費支給対象障害者等」という。）に対し、当該補装具の購

入又は修理に要した費用について、補装具費を支給する。ただし、当該申請に係る

障害者等又はその属する世帯の他の世帯員のうち政令で定める者の所得が政令で定

める基準以上であるときは、この限りでない。 

２ 補装具費の額は、一月につき、同一の月に購入又は修理をした補装具について、

補装具の購入又は修理に通常要する費用の額を勘案して厚生労働大臣が定める基準

により算定した費用の額（その額が現に当該補装具の購入又は修理に要した費用の

額を超えるときは、当該現に補装具の購入又は修理に要した費用の額。以下この項

において「基準額」という。）を合計した額から、当該補装具費支給対象障害者等

の家計の負担能力その他の事情をしん酌して政令で定める額（当該政令で定める額

が基準額を合計した額の百分の十に相当する額を超えるときは、当該相当する額）

を控除して得た額とする。 

３ 市町村は、補装具費の支給に当たって必要があると認めるときは、厚生労働省令

で定めるところにより、身体障害者更生相談所その他厚生労働省令で定める機関の

意見を聴くことができる。 

４ 第十九条第二項から第五項までの規定は、補装具費の支給に係る市町村の認定に

ついて準用する。この場合において、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

５ 厚生労働大臣は、第二項の規定により厚生労働大臣の定める基準を適正なものと

するため、必要な調査を行うことができる。 

６ 前各項に定めるもののほか、補装具費の支給に関し必要な事項は、厚生労働省令

で定める。 



 

○障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行令 

（平成十八年一月二十五日） 

（政令第十号） 

（指定障害福祉サービス等に係る負担上限月額） 

第十七条 法第二十九条第三項第二号に規定する当該支給決定障害者等の家計の負担

能力その他の事情をしん酌して政令で定める額（第四十三条の五第三項及び第五項

において「負担上限月額」という。）は、次の各号に掲げる支給決定障害者等の区

分に応じ、当該各号に定める額とする。 

一～三 （略） 

四 支給決定障害者等及び当該支給決定障害者等と同一の世帯に属する者（支給決

定障害者等（法第十九条第一項の規定により同項に規定する支給決定を受けた障

害者に限り、指定障害者支援施設等に入所する者（二十歳未満の者に限る。）及

び療養介護に係る支給決定を受けた者（二十歳未満の者に限る。）を除く。以下

「特定支給決定障害者」という。）にあっては、その配偶者に限る。）が指定障

害福祉サービス等のあった月の属する年度（指定障害福祉サービス等のあった月

が四月から六月までの場合にあっては、前年度）分の地方税法の規定による市町

村民税（同法第三百二十八条の規定によって課する所得割を除く。以下この号、

第十九条第二号ニ、第三十五条第三号、第四十二条の四第一項第二号及び第四十

三条の三第二号において同じ。）を課されない者（市町村の条例で定めるところ

により当該市町村民税を免除された者を含むものとし、当該市町村民税の賦課期

日において同法の施行地に住所を有しない者を除く。）である場合における当該

支給決定障害者等又は支給決定障害者等及び当該支給決定障害者等と同一の世帯

に属する者が指定障害福祉サービス等のあった月において被保護者（生活保護法

（昭和二十五年法律第百四十四号）第六条第一項に規定する被保護者をいう。以

下同じ。）若しくは要保護者（同条第二項に規定する要保護者をいう。以下同じ。）

である者であって厚生労働省令で定めるものに該当する場合における当該支給決

定障害者等 零 



 

第十八条～第四十三条の二（略） 

 

（補装具費に係る負担上限月額） 

第四十三条の三 法第七十六条第二項に規定する当該補装具費支給対象障害者等の家

計の負担能力その他の事情をしん酌して政令で定める額は、次の各号に掲げる補装

具費支給対象障害者等（同条第一項に規定する補装具費支給対象障害者等をいう。

以下この条及び第四十三条の五第一項第二号において同じ。）の区分に応じ、当該

各号に定める額とする。 

一 次号に掲げる者以外の者 三万七千二百円 

二 市町村民税世帯非課税者（補装具費支給対象障害者等及び当該補装具費支給対

象障害者等と同一の世帯に属する者（補装具費支給対象障害者等（法第七十六条

第一項の申請に係る障害者に限る。）にあっては、その配偶者に限る。）が補装

具の購入又は修理のあった月の属する年度（補装具の購入又は修理のあった月が

四月から六月までの場合にあっては、前年度）分の地方税法の規定による市町村

民税を課されない者（市町村の条例で定めるところにより当該市町村民税を免除

された者を含むものとし、当該市町村民税の賦課期日において同法の施行地に住

所を有しない者を除く。）である場合における当該補装具費支給対象障害者等を

いう。）又は補装具費支給対象障害者等及び当該補装具費支給対象障害者等と同

一の世帯に属する者が補装具の購入若しくは修理のあった月において被保護者若

しくは要保護者である者であって厚生労働省令で定めるものに該当する場合にお

ける当該補装具費支給対象障害者等 零 



児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号） 
 
 
第二節 定義 
第七条 この法律で、児童福祉施設とは、助産施設、乳児院、母子生活支援施設、保育所、

幼保連携型認定こども園、児童厚生施設、児童養護施設、障害児入所施設、児童発達支

援センター、児童心理治療施設、児童自立支援施設及び児童家庭支援センターとする。 
２ この法律で、障害児入所支援とは、障害児入所施設に入所し、又は指定発達支援医療

機関に入院する障害児に対して行われる保護、日常生活の指導及び知識技能の付与並び

に障害児入所施設に入所し、又は指定発達支援医療機関に入院する障害児のうち知的障

害のある児童、肢体不自由のある児童又は重度の知的障害及び重度の肢体不自由が重複

している児童（以下「重症心身障害児」という。）に対し行われる治療をいう。 



平成八年政令第十八号 
中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配

偶者の自立の支援に関する法律施行令  
 

（支援給付に係るその他の法令の適用） 
第二十二条 支援給付が行われる場合における次の各号に規定する法令の規定の適用につ

いては、当該各号に定めるところによる。 
一～二十一 （略） 
二十二 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行令（平成十

八年政令第十号）第十七条、第十九条、第三十五条及び第四十三条の三の規定の適用

については、支援給付を必要とする状態にある者を要保護者と、支援給付を受けてい

る者を被保護者とみなす。 
二十三～二十六 （略） 



 

（平成六年四月六日） 

（法律第三十号） 

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特

定配偶者の自立の支援に関する法律 

 

（支援給付の実施） 

第十四条 この法律による支援給付（以下「支援給付」という。）は、特定中国残留

邦人等であって、その者の属する世帯の収入の額（その者に支給される老齢基礎年

金その他に係る厚生労働省令で定める額を除く。）がその者（当該世帯にその者の

特定配偶者、その者以外の特定中国残留邦人等その他厚生労働省令で定める者があ

るときは、これらの者を含む。）について生活保護法（昭和二十五年法律第百四十

四号）第八条第一項の基準により算出した額に比して不足するものに対して、その

不足する範囲内において行うものとする。 

２ 支援給付の種類は、次のとおりとする。 

一 生活支援給付 

二 住宅支援給付 

三 医療支援給付 

四 介護支援給付 

五 その他政令で定める給付 

３ 支援給付を受けている特定中国残留邦人等であって、その者の属する世帯にその

者の特定配偶者があるものが死亡した場合において、当該特定中国残留邦人等の死

亡後も当該特定配偶者の属する世帯の収入の額（厚生労働省令で定める額を除く。）

が当該特定配偶者（当該世帯に厚生労働省令で定める者があるときは、その者を含

む。）について生活保護法第八条第一項の基準により算出した額に比して継続して

不足するときは、当該世帯に他の特定中国残留邦人等がある場合を除き、当該特定

配偶者に対して、厚生労働省令で定めるところにより、支援給付を行うものとする。

ただし、当該特定配偶者が当該死亡後に婚姻したとき（婚姻の届出をしていないが、



 

事実上婚姻関係と同様の事情にある者となったときを含む。）は、この限りでない。 

４ この法律に特別の定めがある場合のほか、支援給付については、生活保護法の規

定の例による。 

５ 支援給付の実施に当たっては、特定中国残留邦人等及び特定配偶者の置かれてい

る事情に鑑み、特定中国残留邦人等及び特定配偶者が日常生活又は社会生活を円滑

に営むことができるようにするために必要な配慮をして、懇切丁寧に行うものとす

る。 

６ 支援給付については、政令で定めるところにより、支援給付を生活保護法による

保護とみなして、国民健康保険法（昭和三十三年法律第百九十二号）その他政令で

定める法令の規定を適用する。 

７ 前項に定めるもののほか、支援給付に関する事項に係る他の法令の規定の適用に

関し必要な事項は、政令で定める。 

８ 前各項に定めるもののほか、支援給付の実施に関し必要な事項は、厚生労働省令

で定める。 


